



























｢日銀短観｣ で知られる 『全国企業短期経済観測調査』 (日本銀行)はその代表格であり, 日本
における景気の動向把握や早期予想に不可欠の統計指標として定着している｡ いわゆる業況判
断や売上高などの公表値の多くはその結果物である｡ しかしながら, 調査法という観






) 日本統計研究所 () では地域景況調査の実施状況が, 山田茂 () では民間団体などの景況統
計の作成状況がまとめられている｡











への導入を試みる竹田他 (), 加納 ( ), ミクロ分析に関する方法論的体系化の試みで
ある栗原 (!) などの成果がまとめられつつある")｡ これに対し, 調査面での大きな成果の
一つが, #統計局によりまとめられた 『景気動向調査ハンドブック』 ($
	%&'()*#*) ―以下 ｢ハンドブック｣ と略称―である｡











坂 田 幸 繁
―!―
) については+%,,---.	.	/,を参照｡
") その他, 菊地 (), 坂田 () など, 参考文献リストを参照されたい｡
) ハンドブックの一部, 調査票設計と標本抽出についてはすでに坂田 ( ) で取り上げた｡ なお, 前
稿では$を ｢企業動向サーベイ｣, #が推奨する$の0'	12を ｢協調型｣












年に最初の調査が実施されている｡ ヨーロッパ経済共同体 () の成立とともに
年代には 内部での 	の標準化の動きが現れ, 年にはその具体化である 
 	! "#($)
が企画される｡ その後%年には, 諸国ばかりでなく&'諸国も協調して, 経済活動






































































はかけ離れている部分もあるが, 調査法の相違 (多様性) という点では十分問題の所在を明確
にしてくれると思われる｡ 以下, ( ) 内の頁数は, 	
() の該当箇所を指す｡
[調査変数]
① で公表される事項生産, 受注 (新規受注), 手持工事期間, 製品在庫, 原材料在
庫, 雇用者, 販売価格, 設備稼働率, 生産のボトルネック, および業況については, 手持工
事期間を除いて過半数の加盟国で調査されている｡ フローに関する変数については大部分の
国で現状 (実績) と将来見通しが調査され, 新規受注や販売価格などの変数は国内と海外に
ついて調査されている例が多い｡
② 他の比較的よく調査される系列販売額 (取引高), 仕掛品在庫, 投入財の購入額, 調達
(納品) 期間, 原材料価格, 輸出とその制約要因, 投資, 所定外労働時間や新規雇用, 収益





り, 回答は相互に排他的である｡ 回答者は適切な選択肢をチェックするだけでよい｡ しかし,
過去の実績や将来の変化に関する質問に関しては, 比較期間を明確にせず傾向だけを捉える方
法と時点の比較を行わせる方法に分裂している｡ また設備稼働率については, 実際の数字を
記入させる, 階級を選ばせる, あるいは評価を質的選択肢として回答させるなど, 回答方法に
ばらつきが見られ, また生産上のボトルネックの選択肢についても人手不足や原材料不足など
の項目はかなりの国で採用されているが, 総じて採用項目は各国の事情を反映して異なってい
る｡ 今後, ボトルネックになると予想される要因について記入させるところも見られる｡ (
)













代表的には, 層化抽出, 一部抽出, 有為抽出のタイプが使用される｡ 第次層化は, 通




数の国で有為抽出が採用されており, 母集団から ｢代表的な｣ 単位が標本として抽出され,







④ サンプルの代表性は, 利用する母集団名簿, 標本設計に利用される変数などに影響される｡
生産, 雇用者数, 取引額, 販売額, 付加価値額, 工業製品輸出販売額などを基準にカバレッ
ジが測られるが, 付加価値などのアウトプット関連の変数で測定している国では相対的に高
いカバレッジが得られている｡
⑤ ほとんどの国で原則的に報告単位は企業であり, 活動別に分類されて回答が行われる｡ 複
数の活動を行う企業については, その異なる活動に関してそれぞれ調査される｡ しかし, 少




















る｡ 量的質問については, 相対度数の代わりに報告数値の平均が計算されている｡ また ｢上昇,
不変, 低下｣ といった




















答企業数の割合として表される｡ なお, 階層 (通常, 産業別規模別グループ)内では単純集
計であり, 上位の階層レベルの集計に階層別のウェイトを使うケースや階層内と階層間集計












諸国の大部分は ｢純バランス｣, すなわち上昇 (増加) と低下 (減少) との
割合の差を算出している｡ この種の変化指数によって, 景気サイクル間の比較, 時系列トレン











をハンドブック (｢統一型景気動向調査｣, の抄訳) を中心にまず紹介しておくこ
とにする｡
[調査の範囲―カバーされるべき活動の種類]
は, 循環変動にもっとも敏感な経済活動部門として, 工業 (重要であれば鉱業, 採石,
電気・ガス・水道も考慮), 建設業, 卸・小売業, サービス業の部門を調査範囲とすべきで
ある｡ それらの活動部門の動きは, 数量ベースでよく利用されるつのマクロ経済集計値との
相関が通常高いことによる｡ すなわち, 工業は, 建設は総固定資本形成, 卸・小売業,
サービス業は民間消費に対応すると考えられるからである｡ これに対して, 他の活動部門, 例





なお, 活動特性が異なることから調査変数や概念定義も異なり, 調査技術としては, 全部門共
通した調査票ではなく, 活動分類別に別個の調査票が望ましい｡
[目標母集団]
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－現状の評価に関する質問については, 適正な () 状態との比較で質問されるべきで
ある｡







注)調査内容については, 標準的な調査変数一覧 (表) とハンドブックにおける統一型調査票
(表) を掲載しているので, 参照されたい｡














































































































































(出所) ハンドブックから訳出なお, 表の統一型調査票の質問項目と照合の上, 明らかな間






工業調査 (鉱業, 採石, 製造業, 電気, ガス, 水道業のうち一つ以上の活動分類を含む調査)
問 通常の季節変化を除き, 生産数量についてここ～ヶ月間の貴社の実績は
上昇 ( ) 不変 ( ) 低下 ( )
問 通常の季節変化を除き, 生産数量について予想される次の～ヶ月間の変化は
上昇 ( ) 不変 ( ) 低下 ( )
問 通常の季節変化を除き, 現在の総受注数量の水準は
多い ( ) 適正 ( ) 少ない ( ) (受注のない企業は, 需要水準の見積もり)
問 通常の季節変化を除き, 現在の輸出用受注数量の水準は
多い ( ) 適正 ( ) 少ない ( ) (受注のない企業は, 海外からの需要水準の見積もり)
問 通常の季節変化を除き, 現在の製品在庫数量の水準は
過大 ( ) 適正 ( ) 不足 ( )
問 通常の季節変化を除き, 平均販売価格に関して予想される次の～ヶ月間の変化は
上昇 ( ) 不変 ( ) 低下 ( )
問 通常の季節変化を除き, 貴社の雇用者数に関して予想される次の～ヶ月間の変化は
増加 ( ) 不変 ( ) 減少 ( )





－経済環境の不確実性 －その他 (具体的に記入) 
問 現在の設備稼働率の水準は (適正な設備稼働に対する％で) 
問 貴社の現在の業況は 良い ( ) ふつう ( ) 悪い ( )
問 次のヶ月間に関して, 予想される貴社の業況は 改善 ( ) 不変 ( ) 悪化 ( )
問 貴社の現在の資金繰りは 良好 ( ) ふつう ( ) 苦しい ( )
問 貴社に対する金融機関の貸出態度に関する現況は 緩い ( ) ふつう ( ) 厳しい ( )
建設業調査
問 通常の季節変化を除き, 建設工事活動数量のここ～ヶ月間の貴社の実績は
上昇 ( ) 不変 ( ) 低下 ( )
問 通常の作業時間で, 着工中および請負済みの工事について, 現在の手持操業期間は(月数で)
問 通常の季節変化を除き, 総受注数量もしくは建設計画の現在の水準は
多い ( ) 適正 ( ) 少ない ( )
問 通常の季節変化を除き, 受注 (契約)数量について予想される次の～ヶ月間の変化は
上昇 ( ) 不変 ( ) 低下 ( )
問 次のヶ月の需要予想に比べて, 貴社の現在の技術力 (設備の量や質)は
過剰 ( ) 十分 ( ) 不足 ( )
問 建設工事を増加させる上で制約となる要因のうち, 最も重要な要因は (複数可)
－なし －需要 －気象条件 －資材コスト
－労働コスト －金融コスト (利子率など) －金融機関の貸出態度
－熟練労働力の不足 －設備の不足 －資材の不足 －業者間の競争
－その他 (具体的に記入) 
問 通常の季節変化を除き, 平均販売価格について予想される次の～ヶ月間の変化は
上昇 ( ) 不変 ( ) 低下 ( )
問 通常の季節変化を除き, 貴社の雇用者数について予想される次の～ヶ月間の変化は
増加 ( ) 不変 ( ) 減少 ( )
問 貴社の現在の資金繰りは 良好 ( ) ふつう ( ) 苦しい ( )
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卸・小売業調査
問 貴社の現在の業況は 良い ( ) ふつう ( ) 悪い ( )
問 次のヶ月間に関して, 予想される貴社の業況は 改善 ( ) 不変 ( ) 悪化 ( )
問 通常の季節変化を除き, 業界内の貴社の競争力についてここ～ヶ月間の実績は
上昇 ( ) 不変 ( ) 低下 ( )
問 販売活動を増加させるうえで制約となる要因のうち, 最も重要な要因は (複数可)
－何もない －需要 －供給 －労働コスト －金融コスト (利子率など)
－金融機関の貸出態度 －売り場状況 －製品の保管場所
－部門内の競争 －その他 (具体的に記入) 	
問
 通常の季節変化を除き, 仕入先への発注数量について予想される次の～ヶ月間の変化は
上昇 ( ) 不変 ( ) 低下 ( )
問 通常の季節変化を除き, 貴社の現在の在庫数量の水準は
過剰／多すぎる ( ) 季節的に十分／適正 ( ) 不足／少なすぎる ( )
問 通常の季節変化を除き, 平均販売価格についてここ～ヶ月間の実績変化は
上昇 ( ) 不変 ( ) 低下 ( )
問 通常の季節変化を除き, 平均販売価格について予想される次の～ヶ月間の変化は
上昇 ( ) 不変 ( ) 低下 ( )
問 通常の季節変化を除き, 貴社の雇用者数について予想される次の～ヶ月間の変化は
増加 ( ) 不変 ( ) 減少 ( )
問 貴社の現在の資金繰りは 良好 ( ) ふつう ( ) 苦しい ( )
問 貴社に対する金融機関の貸出態度に関する現状は 緩い ( ) ふつう ( ) 厳しい ( )
その他の部門の調査 (ホテルやレストラン, 運輸・通信, 金融サービス, 対企業サービス,
および対個人サービス業のうち一つ以上の活動分類を含む調査)
問 通常の季節変化を除き, 需要数量に関してここ～ヶ月間の貴社の実績は
上昇 ( ) 不変 ( ) 低下 ( )
問 通常の季節変化を除き, 需要数量について予想される次の～ヶ月の変化は
上昇 ( ) 不変 ( ) 低下 ( )
問 通常の季節変化を除き, 貴社の雇用者数についてここ～ヶ月間の実績は
増加 ( ) 不変 ( ) 減少 ( )
問 通常の季節変化を除き, 貴社の雇用者数について予想される次の～ヶ月間の変化は
増加 ( ) 不変 ( ) 減少 ( )
問
 業況を改善するうえで制約となる要因のうち, 最も重要な要因は (複数可)
－なし －需要不足 －供給 －労働コスト
－金融コスト(利子率など) －金融機関の貸出態度 －金融上の問題 (債務超過, 信用など)
－部門内の競争 －その他 (具体的に記入) 	
問 貴社の現在の業況は 良い ( ) ふつう ( ) 悪い ( )
問 次のヶ月間に関して, 予想される貴社の業況は 改善 ( ) 不変 ( ) 悪化 ( )
問 貴社の現在の資金繰りは 良好 ( ) ふつう ( ) 苦しい ( )
問 貴社に対する金融機関の貸出態度に関する現状は 緩い ( ) ふつう ( ) 厳しい ( )





－上昇・不変・低下 －過大 (過剰)・適正・過小 (不足)
[季節調整]








の種類別, 企業の規模別, 地域別など―に細分されて公表される｡ 国際比較は最大の集計レ





―消費財, 投資財, 中間消費財―が考えられ, これらのカテゴリー別指標は景気循環の
進行において異なった変動を示す｡
－建設業に関しては, の結果を, 住居用建築, 非住居用建築, 公共事業, および建設
全体に分割することが有用であると考えられる｡
－卸・小売業に関しては, 国によっては次のような分割を採用している食料, 飲料, タバ
コ繊維, 被服, 靴電気, その他の家庭財自動車大規模チェーン店 (百貨店やメール
注文店を含む)他の小売業者および小売業全体｡
－他のサービス業調査についての有益な分割はビジネス用サービスと個人用サービスとの別
である｡ 観光旅行業が重要な諸国では, 個別に, 旅行代理店, 運輸会社, ホテル, レスト
ランからなる観光旅行業に関するデータを公表している｡
によるバランス作成法と利用
このように, 統一型とは, 景気循環との関連が明白な工業, 建設業, 卸・小売業, サー






すでに調査対象の規定や標本選出, 調査票の形式規定については坂田 () で概要を示して
いるので, ここでは回収済み個票データの処理, とくにバランス作成の論理とその利用を中心
に詳しく検討を加えておきたい｡ なお, 調査票の実質規定の問題については本稿の結びに改め
て触れることにする｡ 以下, ( ) 内の頁数は, ハンドブックの該当箇所を指す｡
－ の品質評価―とくに信頼性に関して―
通常調査結果の品質評価には, 例えば, 信頼性 (目標となる変数を正しく測っているか),
適時性 (利用者に適切な時に公表されているか), 比較可能性 (カバレッジ, 分類, 定義などの
変更による断層なしに整合的な時系列を提供しているか), 透明性 (調査方法や結果数値から
意味のある結果を導き出す方法が十分理解できるか), アクセシビリティ (利用者は簡単に結















が利用できる｡ は無回答企業数から廃業や転業を除いたもの, は標本企業数である｡ ただ
し, これは回収効率の指標としては有用であるが, 母集団推定への無回答の影響指標とはなら
ない｡ そこで, 例えばサンプル企業の抽出確率を考慮した次の尺度がより適切と考えられ




















(％)として与えられる｡ しかし, 調査変数の時系列変化をみる場合, つの選択肢の数値の動
きを同時に比較するのは困難であるから, 通常, 単一の時系列指標に変換される｡ 代表的な変
換方法は, バランス (純バランスとも呼ばれる)あるいはディフュージョン・インデックスで
ある｡
バランス () およびディフュージョンインデックス () は次式で定義される｡






























た回答比率, は ｢不変／適正｣ (＝) の回答比率である｡
バランスはを中心に－から＋まで, はを基準にからまでの変動幅を
もつ｡ 両指標とも時系列変化は同じ方向に動くが, は変動範囲が狭いため, バランスに比
べ変化はフラットである｡ しかし, とにはの関係があり, 両者の情報











抽出が使われるとして, このとき抽出単位である企業 の抽出確率をとすると, その逆数
(母集団を復元するための乗率)が各報告単位 (事業所もしくは活動単位)に付されるウェ




いま活動ベースでの報告単位数を, 各単位の回答を, 例えば上昇, 不変, 低下に対応し
て, と表すと, 標本回答値の単純集計によるバランスは次式となる｡ 倍す
れば通常の％表示のバランスである｡
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) 例えば, 法については() を参照｡
) 日銀短観の立場は次のようである｡ ｢一方, 判断項目については, 選択肢毎の回答社数を単純集計し,
全回答社数に対する 『回答社数構成百分比』 を算出している｡ また, 『回答社数構成百分比』 から計算
される (ディフュージョン・インデックス)も次式によって算出し, 合わせて公表している｡
 ＝(第選択肢に対する回答社数構成比)－(第	選択肢に対する回答社数構成比)
判断項目において, 単純集計を採用しているのは, 母集団全体の判断という情報が存在しない中, 徒
に統計的な加工を施すことがかえってユーザーの混乱を招きかねないと考えてのことである｡ なお,











() 式は回答サンプルの記述統計ベースでのバランスを, () 式は母集団推定値としてのバ





である｡ 企業に複数の活動ベースの報告単位があり, その活動別分類を, その規模をと





































































を高く (乗率を低く), 小さい階層では抽出率を低く (乗率を高く)設定する傾向にあり, その
ため標本ウェイトと規模ウェイトが逆方向に作用し相殺されると考えれば, 時間や手間を節約
してウェイト付けをしないという処理もあり得る｡ しかしながら, それはあくまで近似計算の

























平均水準を指す｡ そのため, 何が適正であるかの判断は時間的に変化し, 需要が上昇／低下の




えば ｢もしくはヶ月｣) を指定している｡ しかし実際には, 回答者が指定とは異なる過去や









































て, 業況のような単一の質問に対するバランスを判断指標 () として単
独で使用する方法に加えて, これらの判断指標の組み合わせとして, 次のような複合判断指標
() の利用も薦めている｡ それは, 経済情勢に関する経済主
体の評価と期待を反映する総合的な要約指標と位置付けられるものであり, やの




みのない用法である｡ 何よりこれらの複合指標の作成論理も意味も不明確であり, 経験的な (統
計的な) 有用性というだけでは受け入れ難い観念といえる｡ しかし, ハンドブックは最後に景気
循環の主要指標体系について論じており, のような質的系列の重要性と指標適合性を改め
て指摘するとともに, 主要景気指標体系の国際的な類型上の相違に触れている (	)｡ そ
こでは, 
, 国際景気循環研究センター (－






























サービス業調査のつの質問―問(雇用者数の将来見通し (), 問(現在の業況 (), 問&(
業況の将来見通し (,)―に対するバランスの平均として,
＝(＋＋,)／｡







① ｢母集団－標本｣ 図式 (層化無作為調査を推奨)の下で調査は実施されねばならない｡ し
たがって, 回収結果は標本ウェイトによって母集団分布が復元されねばならない｡
② バランス算出においては, 報告単位の重要性を考慮せねばならず, 規模ウェイトによっ
て回答は加重計算されねばならない｡ これによって, 数量ベースの大きさを反映した水準
形式でのバランスや変化方向のバランスを得ることができる｡





























) 実際のバランス値の解釈には, 数量的側面に加え, 固有の項選択肢 (＋, －, ＝) の閾値設
ある調査変数の数量ベースでの表現系列をとし, は各企業 (正確には
報告単位), は任意の時点を, は全企業数 (全数調査を想定)を表すとする｡ また のと
きの質問事項に対応する適当な参照時点, あるいは水準 (トレンド) を意味することに










































































的分析例として, 坂田 (, ) がある｡
) バランスは等ウェイトの単純集計バランスと規模ウェイトによる補正分に分解される｡ この関係に
おいて, 単純集計バランスは企業を単位とする景気の波及方向や強弱の情報を伝えているが, 当然規
模ウェイトによるバランスと方向も大きさも一致するとは限らない｡ 因みに, バランス自体は, ベク





の重要な構成因子に関する情報を正しく伝えることができる｡ 当然, 実績だけでなく, 期待や
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の売上高実績 (前年同期比での増加, 不変, 減少)を利用した｡




ト合計 (雇用者総数) は人である｡ さらに, 売上高指数



















図 売上高と売上高指数 (中小企業, 製造業)
予想に関わる将来見通しについても同様の論理は成立する)｡ 参考のため, 規模ウェイトで
重み付けした中小企業のバランス (｢ウェイト調整｣ と表記) 系列を図に示した｡ 参照系
列として数量統計である売上高指数を示したが, 規模ウェイト修正済みバランスはうまくそれ






























生産 (－), 輸出 (－)























出所) ()#$｡ ( ) 内は先行月数｡
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